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1 はじめに

情報通信技術の進展とモバイル端末の普及によって、消費者の買物行動が大きく変化し

た。現在、多くの消費者が店舗とインターネットの両方を利用して商品を購入している。

例えば、店舗を訪ねる前に、スマートフォンで商品情報を探索する。インターネットで購

入した商品を店舗で受け取り、あるいは返品する。または、店舗で商品を確認しながら、

スマートフォンで商品情報を探索し、インターネットで購入する。

ある大手アメリカ小売企業の46，000名の顧客を調査したところ、オンラインチャネルの

み利用する顧客がわずか7％であり、店舗のみ利用する顧客も20％にとどまっている。残

りの73％の顧客は複数のチャネルを利用して買物している1。

このように同一小売企業の複数のチャネルを利用して一つの購買を完成させる消費者、

つまりオムニチャネルショッパー2の増加に対応するために、多くの小売企業は店舗、カ

タログ、ウェブサイト、モバイルサイト、ソーシャルメディアなど複数のチャネルの効果

的・効率的な融合に取り組んでいる。

消費者および小売業のオムニチャネル化が進行するにつれて、学術界もオムニチャネル

に対して大きな関心を寄せるようになった。学術界ではオムニチャネルを最初に定義した

のは2011年である3。それ以降は数多くの研究が行われてきたとはいえ、1つの研究領域

としてまだ初期段階にある4。オムニチャネル小売業研究をより一層発展させるために、

既存研究を検討し、将来の方向性を明示することが重要となる。既存のオムニチャネル小

売業研究を大別すると、消費者側の視点に焦点を当てた研究と、小売企業側の視点を中心

とした研究に分かれている。前者はオムニチャネルショッパーを理解するための研究であ

り5、後者はオムニチャネルショッパーに対応するように、小売企業の取り組みや課題を

解明するための研究である6。本稿は、オムニチャネル小売業が登場した背景と定義を整

〔論説〕

1 Sopadjieva et al.（2017）．＾

2 Hüseyinoglu（2019），p．101．
3 Rigby（2011）が最初にオムニチャネルの学術的定義を行ったと言われている（Lazaris and Vrechopoulos 2014）。
4 Von Briel（2018）．
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理したうえで、小売企業側の視点を中心とした既存研究を整理、考察し、今後の研究課題

を提示していく。

2 オムニチャネル小売業研究の登場

オムニチャネルという言葉が2009年の IDC（International Data Corporation）「Retail In-

sights Report」に登場し、2010年、全米小売業協会（National Retail Federation）の標準

団体であるARTS（The Association for Retail Technology Standards）が発表した「Mobile

Retailing Blueprint V1.0」に使用された。さらに2010年に、アメリカの大手百貨店メーシー

ズがオムニチャネルの概念を発表し、2011年に、オムニチャネルの学術的定義が試みられ、

オムニチャネルがたちまちのうちに実業界と学術界で大きく注目されるようになった7。

2．1 マルチチャネル小売業とクロスチャネル小売業

小売企業が複数のチャネルを消費者に提供するという意味でオムニチャネル小売業に先

立って登場した概念はマルチチャネル小売業とクロスチャネル小売業である。

マルチチャネル小売業とは、2つ以上のチャネルあるいは媒体（店舗、インターネット、

テレビ、コールセンター、販売員など）を利用し、顧客に商品やサービスを提供する小売

業である8。これが登場した背景には、Amazon.comを代表とするインターネット専業小

売業の急成長がある9。

1990年代に出現した電子商取引によって、消費者がいつでもどこでも買物することが可

能になった。それに加えて、インターネットで手軽に情報を検索し、無限に近い品揃えか

ら商品を比較し、自分にとって一番お得な買物もできるようになった。その結果、インター

ネット専業小売業が急成長し、店舗小売業が大きな打撃を受けた。インターネット専業小

売業に対抗するために、店舗小売業がオンラインストアを設立し、オンラインストアとオ

フラインストアを組み合わせるクリック＆モルタル戦略にシフトした。しかし、クリック

5 消費者側の視点に焦点を当てた研究では、オムニチャネルショッパーの特性や購買意思決定プロセス、顧客エ
ンゲージメントなどが議論されている（Winter2012；山本2015；奥谷2016；Juaneda-Ayensa et al.2016；Payne
et al.2017）。
6 秦・菊池（2020）。
7 Lazaris and Vrechopoulos（2014），p．1；山本（2015）、p．55；近藤（2018）、p．77。
8 Stone et al.（2002），pp．40‐41．
9 近年では、Amazon.comが「Whole Foods Market」といったスーパーマーケットを買収し、「Amazon Go」と
いった無人店舗を開店することで、オムニチャネル化を進めている。
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＆モルタルという言葉は、店舗小売業によるオンライン事業への参入やインターネット専

業小売業によるオフライン事業への参入を表すことができるとしても、カタログ通販業に

よるオンライン事業への進出などを捉えきれない。こうした状況のなかで、クリック＆モ

ルタルに代わる概念として、注目されたのはマルチチャネル小売業である10。

マルチチャネルにおいて、店舗とインターネットがもとより、カタログ、ダイレクトメー

ル、販売員、コールセンター、電話、携帯電話なども含まれている11。マルチチャネル小

売業は、複数のチャネルを利用して顧客に商品やサービスを提供するとはいえ、各チャネ

ルがそれぞれの目標を持ち、基本的に独立して運営されている。そのため、チャネル間の

統合やデータ交換も行われていない12。

マルチチャネル小売業では、各チャネルの標的市場が異なると想定されていたが、現実

では同じ顧客が同一小売企業の複数のチャネルを利用している。したがって、チャネル間

の統合が行われていないことが、顧客のニーズへの対応を難しくしている。例えば、イン

ターネットで購入した商品の店舗での受け取りや返品サービスを顧客に提供できない。他

方、小売企業にとって、各チャネルを独立して運営することで、クロスセーリングなどの

シナジー効果を期待できない13。こうした問題点に対応するために、小売企業はチャネル

間の調整や統合を試みた。学術界はこうした小売業をマルチチャネル小売業と区別して、

クロスチャネル小売業と呼んでいる14。

クロスチャネル小売業とは、企業にシナジー効果を創出し、顧客に特定のベネフィット

を提供するために、チャネルの目標、設計および展開を調整するような小売業である15。

こうした調整によって、小売企業が各チャネルに蓄積された顧客情報をもとに、顧客プロ

フィールを描き、顧客に最適な商品やサービスを提供することが可能となる。その結果、

顧客満足度とロイヤルティが向上し、売上を高めることもできる。そして、経営資源や能

力をチャネル間で共有することでオペレーション・コストの削減にもつながる。また、顧

客にとって、チャネルをまたがって、一貫とした情報や、商品、サービスを受けられるメ

リットがある16。ただし、クロスチャネル小売業は、チャネルの統合を重視しているが、

すべてのチャネルの完全統合が行われていない17。

10 方（2010）。
11 Stone et al.（2002），pp．40‐41．
12 Verhoef et al.（2015），p．176；Picot-Coupey et al.（2016），p．342；Mirsch et al.（2016），p．5．
13 Zhang et al.（2010），pp．170‐174．
14 Beck and Rygl（2015）；Picot-Coupey et al.（2016）．
15 Cao and Li（2015），p．200．
16 近藤（2015）、pp．65‐66。
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2．2 オムニチャネル小売業の登場

スマートフォン、タブレットといったモバイル端末の普及にともなって、世界中にオム

ニチャネルショッパーが増加している。オムニチャネルショッパーは、自分の購買過程の

各段階に応じて最適なチャネルを選択し、複数のチャネルを利用して一つの購買を完成さ

せている18。例えば、情報探索はインターネットで行い、実物を確認するために店舗を訪

ねる。店頭で購入した商品を持ち帰らず、自宅まで配送させる。彼らは自分の選好や置か

れた状況または購入する商品によって、店舗、ウェブサイト、モバイルサイトなどのチャ

ネル間のシームレスな移動を求めている19。このように消費者のオムニチャネル化が急速

に進行するにつれて、オムニチャネル小売業がマルチチャネル小売業、クロスチャネル小

売業に代わって、大きく注目されるようになった。オムニチャネル小売業は、従来のよう

に企業の論理を優先するのではなく、顧客を起点とし、彼らの心理または行動をよく理解

したうえで、チャネルの設計および統合を行う点がマルチチャネル小売業とクロスチャネ

ル小売業と比較して、根本的な違いだと言われている20。

オムニチャネル小売業の最初の学術的な定義を示したのはRigby（2011）である。Rigby

（2011）は、オムニチャネル小売業という名称が「小売企業が無数のチャネルを通じて顧

客と相互作用できるという事実を反映」しており、顧客がデジタルと実店舗の利点を同時

に享受したい以上、小売企業が「独立した各チャネルを、1つシームレスなオムニチャネ

ル体験に融合させる」ような全く新しい視点、つまりオムニチャネル小売業を採用しなけ

ればならないと指摘している21。この定義は、オムニチャネル小売業が顧客にシームレス

な買物経験の提供を強調し、それを実現するためにすべてのチャネルを統合するという特

徴を示唆している。この点について、他の定義は共通の理解を示している。例えば、Verhoef

et al.（2015）によれば、オムニチャネル管理とは「チャネルをまたがる顧客経験と成果が

最適化されるように、多くの利用可能なチャネルと顧客接点22を相乗的に管理することで

17 Beck and Rygl（2015），p．174．
18 山本（2015）。
19 Juaneda-Ayensa et al.（2016）；Yurova et al.（2017）．
20 中村（2017）、p．82；近藤（2018）、p．78。
21 Rigby（2011），pp．67‐69．
22 顧客接点とは、顧客がブランドや企業と接触する点であり、タッチポイントやコンタクトポイントとも呼ばれ
ている。チャネルは、所有権の移転経路としての販売チャネルと、企業と顧客が交流するコミュニケーションチャ
ネルに大別することができる。顧客接点はこうしたチャネルを包含するのみではなく、顧客同士がソーシャルメ
ディアでブランドについて交流する場合も含んでいる。また、顧客接点という考え方をすると、例えば店舗はさ
らに商品陳列、POP広告、接客などの顧客接点を持ち、ウェブサイトは商品説明、口コミなどの顧客接点を持つ
ことが分かる。つまり、顧客接点によって、チャネルの役割を細かく分析することができる（Stone et al.（2002），
p．40；Neslin et al. （2006），p．96；Verhoef et al.2015，p．176；中村2017、p．82）。
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図表1 マルチ、クロス、オムニチャネル小売業の比較

マルチチャネル小売業 クロスチャネル小売業 オムニチャネル小売業

背景
インターネット専業小売業へ
の対抗

シナジー効果への期待と同一
企業の複数のチャネルを利用
する顧客への対応

モバイル端末の普及に伴う消
費者のオムニチャネル化

目標 各チャネルの最適化
シナジー効果の創出と顧客に
特定のベネフィットの提供

顧客にシームレスな買物体験
の提供

視点 企業中心 企業中心 顧客中心

統合 ないまたは低い 中間程度 高いまたは完全統合
出所：筆者作成。

ある」23。近藤（2018）は、オムニチャネルを「すべて（オムニ）のチャネルを統合し、消

費者にシームレスな買い物経験を提供する顧客戦略」24と定義している。オムニチャネル小

売業において、すべてのチャネルあるいは顧客接点の間の壁が消え、完全に統合されてい

る25。

しかし、チャネル統合において、オムニチャネル小売業、クロスチャネル小売業、マル

チチャネル小売業が必ずしも明確に区別されていない。特にマルチチャネル小売業とクロ

スチャネル小売業について、論者によってチャネルが統合されたり、されなかったりして、

理解が分かれている26。一方のオムニチャネル小売業について、学術界では理想型として、

完全なる統合という共通認識を持っているが、現実ではそれを目指している企業がほとん

どであり、まだ実現されていない27。

チャネル統合に関する定義の曖昧さと、理論と現実とのギャップを解消する研究もある。

それは、マルチチャネル小売業、クロスチャネル小売業、オムニチャネル小売業を一つの

連続体の異なる地点に位置すると理解し、オムニチャネル小売業に近づくほど、チャネル

統合の程度が高まるという主張である28。つまり、マルチチャネル小売業では、チャネル

統合が全く行われていない、あるいは統合の程度が低いのに対して、クロスチャネル小売

業では、チャネル統合の程度が中間である。そして、オムニチャネル小売業では、チャネ

ルが高い水準で統合され、あるいは完全に統合されている。

以上の整理を踏まえ、マルチチャネル小売業、クロスチャネル小売業、そしてオムニチャ

23 Verhoef et al.（2015），p．176．
24 近藤（2018）、p．79。
25 Mirsch et al.（2016），p．6；Beck and Rygl（2015），p．174．
26 Beck and Rygl（2015），p．171．
27 Hansen and Sia（2015）；Kersmark and Staflund（2015）．
28 Cao and Li（2015）；Picot-Coupey et al.（2016）．
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ネル小売業が登場した背景、目標、重視する視点およびチャネル間の統合程度を整理する

と、図表1通りになる。次節ではオムニチャネル小売業研究の展開について精査する。

3 オムニチャネル小売業研究の展開

3．1 オムニチャネル化の誘因と制約

⑴ オムニチャネル化の誘因

小売業がオムニチャネルを進める理由は、主に顧客、競合相手、自社の3つの視点から

検討されており、顧客需要への対応、競争優位の確保、そしてシナジー効果の創出に要約

することができる。

Bell et al.（2014）は、消費者がオンラインとオフラインのチャネルを行き来し、購買意

思決定を行っている以上、小売業がオンラインとオフラインを融合しなければならないと

指摘している。そのため、店舗小売業がオンラインチャネルを追加し、顧客に「オンライ

ンで購入し、店舗で受け取る」ようなサービスを提供することが重要となる。一方のイン

ターネット専業小売業がショールームのチャネルを追加し、「店舗で商品を確認し、自宅

に配送する」ような取り組みが不可欠である。

各チャネルが長所と短所を持っている。店舗では商品を触ったり、接客サービスを受け

たり、また、買物自体が一つのイベントや体験となるが、営業時間に合わせて店舗を訪ね

なければならないという短所がある。それに対して、インターネットでは豊富な品揃えや

商品情報、顧客の口コミに加え、買物が時間と場所に制約されないという長所があるが、

実物を確認できないという短所がある。消費者がオンラインとオフラインの長所を同時に

享受したがる。例えば、購買前にオンラインで商品情報を探索し、店舗の在庫を確認する。

その後、店舗を訪ねて商品を体験してから購入する。小売業がオムニチャネル化する最大

の理由は、こうした消費者の購買行動の変化に対応するためである。それによって、顧客

の買物体験を高め、顧客満足度やロイヤルティの向上に貢献することができる29。

小売業はオムニチャネル化によって、競争優位を確保しやすくなる。なぜなら、オムニ

チャネル化は、顧客の買物体験を高めることで、顧客満足度や顧客ロイヤルティを向上さ

せ、それによって、小売企業が顧客を自社のチャネルに囲い込む確率は高くなるからであ

る30。

29 Zhang et al.（2010），pp．169‐170；Rigby（2011），pp．67‐69；Kersmark and Staflund（2015），pp．40‐41；Mirsch
et al.（2016），p．2；Ye et al.（2018），pp．660‐661．
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Herhausen et al.（2015）によれば、オンラインとオフラインのチャネル統合31は、オン

ラインストアの知覚サービス品質を直接に向上させる。高いオンラインストアの知覚サー

ビス品質は、小売企業全体およびオンラインストアにおける顧客の探索意図、購買意図お

よび支払意思額を高める。また、オンラインとオフラインのチャネル統合は、店舗にマイ

ナスの影響を与えるどころか、店舗での支払意思額を高める効果もある。つまり、オンラ

インストアにおける成果の向上は、店舗とのカニバリゼーションではなく、他の小売企業

のオンラインストアから顧客を奪ったのである。したがって、オンラインとオフラインの

チャネル統合が小売企業に競争優位をもたらすことがいえる32。

最後に、小売業がオムニチャネル化するもう一つの理由は、チャネルの統合的管理によっ

て、シナジー効果を創出することが可能だからである33。第一に、様々なチャネルや顧客

接点から蓄積したデータをもとに、多面的な顧客プロフィールを抽出することができる。

それは、標的市場の決定や顧客サービスの向上に貢献し、売上高や利益の増加につながる34。

第二に、オペレーション・コストの削減である。各チャネルを効果的・効率的に運営する

際に必要とされる資源や能力がチャネル間で共有・多重利用することによって、全体とし

てのオペレーション・コストが引き下げられる35。

⑵ オムニチャネル化の制約

小売業が先述した理由でオムニチャネルを進めているが、それを成功させるには容易で

はない。なぜなら、オムニチャネル化する際に小売業が数多くのチャレンジに直面するか

らである。これらのチャレンジは、技術的問題と組織的問題に大別されている。

技術的問題として、新しいチャネルの追加やチャネルの統合による既存のロジスティク

スシステムおよび情報システムの再設計が挙げられる。例えば、店舗向けのロジスティク

スでは、商品がカートンで入荷され、カートンのまま出荷に準備され、流通センターに滞

在する時間が1日も足らない。ロジスティクスシステムはハンドリングを最小限に抑える

ように設計されている。ここではパレットのサイズや貨物車のサイズ、出庫、入庫の回数、

在庫数といった情報が重要となる。それに対して、カタログまたはインターネット通販向

けのロジスティクスでは、カートンで入荷した商品を個人にすぐ郵送できる状態に小分け

＾

30 Kersmark and Staflund（2015），pp．41‐42；Hüseyinoglu（2019），p．109．
31 ここでいうオンラインとオフラインの統合は、店舗へのアクセス、または店舗の場所や品揃え、在庫情報など
店舗に関する知識をオンラインストアに統合させることを意味している（Herhausen et al.2015，pp．310‐311）。
32 Ibid., pp．314‐320．
33 Verhoef et al.（2015），p．176．
34 Zhang et al.（2010），p．170；Lewis et al.（2014）；近藤（2018）、p．81。
35 Lewis et al.（2014）；近藤（2018）、p．81。
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し、再包装しなければならない。ここではパレットのサイズではなく、商品の寸法や重量

といった情報が重要となる36。また、多面的な顧客プロフィールを作成するためにも、情

報システムの統合を抜きにしては語れない。つまり、オムニチャネル化を実現するために、

ロジスティクスシステムおよび情報システムに対して莫大な投資が不可欠である37。

組織的問題として、チャネル間の資源配分とコンフリクト、組織構造、チャネルの評価、

人材育成、組織文化、サプライチェーンの統合など数多くの問題が挙げられる。企業は資

金や人材などの資源が限られている。新しいチャネルの追加が既存チャネルに配分される

資源の減少をもたらしかねない。また、オムニチャネル化するために、既存チャネルを統

合する必要がある。それによって、小売ミックスや在庫管理、財務などチャネルごとに分

かれているこれまでの組織構造を変更しなければならない。さらに、オムニチャネル化に

よって、チャネルの評価の仕方を見直す必要もある。来店した顧客をオンラインストアに

誘導した場合、当該顧客がオンラインストアで購入した商品の売上高を店舗に計上するか、

オンラインストアにするか、あるいはどのような割合で配分するかを考慮する必要がある。

また、その売上高を、顧客をオンラインストアに誘導した従業員の業績に連動させるかと

いった従業員のインセンティブに影響する問題も解決しなければならない。人材不足もオ

ムニチャネル化を阻害する要因である。各種のデバイスを活用し、販売業務を遂行する人

材や、システムの統合や継続的なシステムのアップデートができる人材が不足している。

さらには、自社をオムニチャネル小売業として考え、消費者にシームレスな買物体験を提

供するように、従業員の思考方式あるいは組織文化の改革も求められる。最後に、消費者

に一貫した商品情報を提供するために、自社内にとどまらず、サプライヤーとの情報シス

テムとの統合も不可欠である38。

ここで注意しなければならないのは、技術的問題と組織的問題は分離した問題ではない。

両者が相まって、オムニチャネル化の推進をさらに複雑化・困難化させている39。

3．2 チャネル統合とオムニチャネル化

チャネル統合とは、「ウェブサイトや店舗を有する小売組織がほかのチャネルを追加し、

それらを同時的かつ整合的に利用すること」40を意味する。それによって、顧客にチャネル

36 Lewis et al.（2014）．
37 Kersmark and Staflund（2015），p．47；Mirsch et al.（2016），p．11．
38 Valos et al.（2010）；Zhang et al.（2010）；Lewis et al.（2014）；Kersmark and Staflund（2015）；Mirsch et al.
（2016）；Ailawadi and Farris（2017）；Saghiri et al.（2017）；近藤（2018）；高嶋・金（2018）；Ye et al.（2018）．
39 Lewis et al.（2014）．
40 Goersch（2002），p．749．
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を超えたシームレスな買物体験を提供することができる41。

何を統合するかは、チャネル統合に関する研究の議論の中心の1つである。Goersch

（2002）は、小売企業がブランド、チャネルクロスプロモーション、小売ミックス（品揃

えの選定、価格設定、顧客サービス）、ロジスティクス、チャネル特有の能力、および情

報管理の6つの要素を統合しなければ、顧客および小売企業自身がチャネル間のシナジー

効果を享受することが難しいと指摘している。

Neslin et al.（2006）は、チャネル統合を実現するために、チャネル間のデータ統合、マ

ルチチャネル環境における顧客行動への理解、チャネル評価、チャネル間の資源配分、チャ

ネル戦略の調整に取り組まなければならないと主張している。

Zhang et al.（2010）によれば、統合したマルチチャネル戦略を成功させるには、組織構

造、データ統合、顧客分析、評価・成果の測定基準でのチャレンジに対応する必要がある。

それによって、顧客コミュニケーションとプロモーション、情報探索とマーケティングリ

サーチ、価格比較、デジタル化、物的資産とオペレーションといった領域におけるシナジー

効果が期待できる。そして、小売ミックスに関しては、小売企業が各チャネルの価格設定、

品揃えと在庫管理、返品政策、プロモーションがもとより、チャネル間におけるこれらの

統合程度についても意思決定をしなければならない。したがって、意思決定を最適化させ

るサポートシステムの開発も重要となる。

Beck and Rygl（2015）によれば、小売企業がオムニチャネル小売業に到達した場合、

チャネル間の品揃えおよび顧客サービスがチャネルを超えた整合性を持ち、すべてのチャ

ネルにおける顧客データ、価格設定および在庫データが小売企業によって統制されている

という特徴がある。

上述した研究はチャネル統合の要素を分類しているのに対して、Cao and Li（2015）は、

71社アメリカの上場小売企業のデータに基づいて、チャネル統合を4つの段階に分類し、

各段階の特徴を示している。第1段階ではチャネルが個別で操業される。チャネルごとに

品揃え、ブランド、価格設定、顧客サービスといった小売ミックスが異なる。第2段階で

は少ないとはいえ、マーケティングコミュニケーションにおける統合が行われる。チャネ

ル間で同じブランドが使用され、整合性のあるマーケティングメッセージが顧客に送信さ

れる。第3段階では注文のフルフィルメントおよび情報アクセスといった取引関連活動に

おいて、中間程度の統合が行われる。例えば、オンラインで購入し、店舗で受け取る、あ

＾

41 Ibid.；Beck and Rygl（2015）；Saghiri et al.（2017）；Hüseyinoglu（2019）．
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るいは返品することができる。またはオンラインから店舗の在庫情報にアクセスすること

も可能である。第4段階では顧客のシームレスな買物体験に貢献する活動において、完全

統合が行われる。小売ミックスといったフロントエンドのみではなく、商品計画、ロジス

ティクス、情報システム、コールセンター、顧客データベースといったバックエンドの統

合、さらには組織変革も進められる。

また、チャネル統合による小売業への影響も研究されている。Gallino and Moreno

（2014）は「オンラインで購入し、店舗で受け取る（buy-online, pick-up-in-store）」（以降

はBOPS と記す）の導入によって、オンラインストアの売上高が減少するが、店舗の来

店客数と売上高が増加し、小売企業全体の売上高が増加することを明らかにした。それは

クロスセーリング効果とチャネルシフト効果があるからである。クロスセーリング効果は、

BOPS を利用する顧客が来店した際に、ついでに店舗で買物することによって、売上高の

増加につながることを意味する。チャネルシフト効果は、従来オンラインストアで購入し

た顧客の一部が店舗で購入するようになり、従来購入しなかった顧客の一部が来店し、購

入するようになったことを意味している。

Cao and Li（2015）は、チャネル統合が小売企業の売上高の向上に貢献することを実証

した。それはチャネル統合が顧客の信頼度、顧客ロイヤルティ、顧客転換率およびクロス

セーリングの機会を高める可能性があるからである。

Kleinlercher et al.（2018）は、小売企業のウェブサイドに店舗で品揃えを体験できる便

益をはじめ、店舗の写真、ビデオ、道案内、連絡方法、営業時間、マネージャー、特定商

品の入手可能性、店舗限定商品、店舗での価格に関するプロモーション、および提供して

いるサービスに関する情報が伝達されることで、顧客のオンラインストアから店舗へのス

イッチを促進することを実証した。店舗での購買額がオンラインストアより高いことを鑑

み、ウェブサイドに店舗に関する情報を統合させることで、顧客をオンラインストアから

店舗に誘導すべきことも指摘している。

しかし、チャネル統合は利点ばかりではない。不利な点も存在する。各チャネルに寄せ

られた顧客の期待や各チャネルが取り囲まれた競争環境が異なる。また、各チャネルを効

果的・効率的に運営する際に必要とされる資源や能力も異なる。そのため、チャネル統合

によって、チャネルごとの特徴やそれぞれ蓄積した資源と能力が失われ、競争に柔軟に対

応することができなくなる42。

42 Neslin and Shankar（2009），p．76；Zhang et al.（2010），pp．170‐171；Cao and Li（2015），pp．201‐202．
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このように何を統合するかについて、小売ミックスをはじめ、チャネル間のデータ、ロ

ジスティクスやオペレーション、そして組織のように様々な議論がなされてきた。チャネ

ル統合の程度が高いほど、オムニチャネル小売業に近づき、オムニチャネル化がもたらす

利点もより多く享受することができる。ただし、高い水準の統合を実現するために、前述

した技術的問題と組織的問題を克服する必要がある。また、チャネル統合は利点ばかりで

はなく、不利な点をもたらすリスクも伴っている。

3．3 ロジスティクスとオムニチャネル化

オムニチャネルショッパーが自分の都合に基づいて、店頭、自宅、あるいはその他の受

取拠点から商品の受取場所を自由に選択し、途中から受取場所を自由に変更することを求

めている。それを実現するために、ロジスティクスを抜きにしては語れない。したがって、

オムニチャネル小売業では、ロジスティクスが極めて重要なテーマとなる43。

増田（2015）は、消費者に「商品を見せる所（店頭、消費者の端末、店頭の端末）」と

「商品を渡す所（店頭、自宅、拠点）」の観点から、オムニチャネル小売業が提供するサー

ビス形態を12種類に分類している。こうしたサービス形態の実現を支援するためのロジス

ティクの課題として、商品の出荷拠点から消費者の受け渡し拠点・場所へ商品を配送する

配送網の取り扱いの明確化、在庫箇所や商品出荷拠点、商品配送ルートおよび在庫補充方

法の取り扱いの明確化を挙げている。

Hübner et al.（2016a）は、食料小売業を対象に、オムニチャネル化におけるラストマイ

ルフルフィルメントに関する戦略的計画枠組を開発している。戦略的計画枠組がバックエ

ンドフルフィルメントとラストマイルフルフィルメントの二つの部分によって構成される。

バックエンドフルフィルメントがピッキングの場所、自動化、統合化に関わる計画であり、

ラストマイルフルフィルメが配達モード、配達時間、配達区域、返品に関わる計画である。

また、小売業にとって各計画パターンの長所と短所も提示している。

Ishfaq et al.（2016）は、店舗をベースとした小売企業がオンラインチャネルを自社のビ

ジネスに統合する際に特に店舗と流通センターの在庫統合に注力していることを明らかに

した。また、オンライン注文のフルフィルメントを確実に行うために、店舗の役割がます

ます重要になることや、オンライン売上高の規模、流通センターの数、店舗販売員の数、

オンラインチャネルの操業年数が、フルフィルメントの方法に強く関連することも解明し

43 Carvalho and Campomar（2014）．
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た。

Hübner et al.（2016b）は、①在庫、ピッキング、品揃え、②配達、返品、③組織、IT

システムの側面から、各々独立したマルチチャネルのフルフィルメントから統合したオム

ニチャネルのフルフィルメントへと進展する際の特徴を抽出している。マルチチャネル段

階では、在庫とピッキングがチャネルごとに分離され、オンラインチャネルの品揃えが極

めて限定されている。また、オンラインで購入した商品の配達と返品に関しては店舗での

受取と返品ができない。各チャネルはそれぞれの情報システムのもとで独立した組織に

よって運営されている。それに対して、オムニチャネル段階に進展していくについて、在

庫とピッキングが統合され、オンラインチャネルの品揃えが店舗のそれを超えるようにな

る。オンラインで購入した商品の店舗での受取や返品が可能となり、共同の情報システム

のもとで、統合された単一のロジスティクスユニットによって各チャネルが調整されるよ

うになる。

先述した2つのテーマと比較して、ロジスティクスとオムニチャネル化に関する研究は

少ないとはいえ、近年では大きな注目を浴びはじめている。例えば、2018年に、International

Journal of Physical Distribution & Logistics Management でオムニチャネルロジスティク

スの特集号が刊行された。そこで、ロジスティクスやサプライチェーンマネジメントの視

点からの文献レビュー、文献レビューに基づいたロジスティクスのオムニチャネル化に関

するモデルの開発と検証、複数事例研究による注文フルフィルメントの種類の抽出といっ

た研究が行われており、研究蓄積が増加し続けている44。

3．4 オムニチャネル化のプロセス

オムニチャネル小売業に転換するために、小売企業が様々な技術的問題と組織的問題を

乗り越えなければならない。オムニチャネル化のプロセス研究は、どのような課題がどう

いった段階を経て、どのように克服されたかの解明に注目する。

Picot-Coupey et al.（2016）は、フランスのアイウェア企業Direct Optic の参与観察に基

づいて、インターネット専業小売業がオムニチャネル化するプロセスを2つの段階に分け

ている。第1段階は戦略関連段階であり、組織、文化、経営、マーケティング、財務といっ

た戦略レベルにおける課題を優先的に解決しなければならない。第2段階は開発関連段階

であり、小売ミックス、情報システム、CRMといったオペレーションレベルにおける課

44 Saghiri et al.（2018）．
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題解決の優先順位が最も高くなる。また、これらの課題を克服する対応策として、プロジェ

クトマネージャーの採用をはじめ、ポップアップストアの出店、多様なステークホルダー

の巻き込みおよび新しい店のコンセプトの設計を挙げたのである。

Hansen and Sia（2015）は、デンマークのスポーツファッション会社Hummel の事例

研究に基づいて、オムニチャネル化を実現するために、チャネルパートナーからの支持の

獲得、組織変革、チーフ・デジタル・オフィサーおよびチーフ・インフォメーション・オ

フィサーの役割が重要であると主張している。

特にチャネルパートナーとのコンフリクトを回避し、彼らの支持を獲得することは、

BtoB の卸売が主要であるHummel にとって不可欠である。40カ国以上の国にあるチャネ

ルパートナーのオンラインとオフラインで顧客に同じブランドイメージを伝達し、買物体

験を高めるために、Hummel はチャネルパートナーのオンラインストアにおけるHummel

ページに自社のウェブサイトを埋め込んだ。顧客がHummel Brand Button を押すと、Hum-

mel の自社サイトに案内され、そこで、Hummel が手掛けた製品の記述やイメージ、ビデ

オ、ブランドの歴史などを見ることができる。また、自社サイトに訪れた顧客に対して、

最も近くにある店舗の情報を提供し、顧客をチャネルパートナーの店舗に導く。さらには、

小規模のチャネルパートナーの品揃えを拡張し、来店した顧客の体験を向上させるために、

BtoC のＥコマースサイトを立ち上げた。それによって、小規模のチャネルパートナーが

扱っていない商品を店舗内のタブレットでインターネットから注文することができる。そ

の売上高の一部は当該店舗に配分される。

4 オムニチャネル小売業研究についての考察

第3節ではオムニチャネル小売業の主な研究を①オムニチャネル化の誘因と制約、②

チャネル統合とオムニチャネル化、③ロジスティクスとオムニチャネル化、④オムニチャ

ネル化のプロセスの4つのテーマに分けてレビューしてきた。

オムニチャネル化の誘因と制約に関する研究は、オムニチャネル小売業の優位性を明ら

かにしながら、それを実現するための前提条件あるいは困難性も明示している。

チャネル統合に関する研究は、オムニチャネル化するために欠かせない統合対象を究明

したと同時に、誘因と制約に関する研究でも検討されたオムニチャネル化の優位性および

前提条件についても議論している。既存研究において、オムニチャネル化の誘因と制約、

そしてチャネル統合は最も研究蓄積が多いテーマともいえる。
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ロジスティクスに関する研究は、統合対象の一つであるロジスティクスに焦点を当て、

オムニチャネル化されたロジスティクスの特徴、それを実現するための戦略や課題を検討

している。そして、近年では大きな注目を浴び、研究蓄積が増えつつけている。

オムニチャネル化のプロセス研究は、どのような課題がどういった段階を経て、どのよ

うに克服されたかに注目している。他の3つのテーマと比較して、オムニチャネル化のプ

ロセス研究は時間軸を取り入れ、段階別の課題および対応策を具体的に示しているのが特

徴である。

第3節の文献レビューで明らかになったように、既存研究の多くは理想型のオムニチャ

ネル小売業や、それに到達するための課題を示しているが、どの段階でどの課題をどのよ

うに解決していくかは、ほとんど究明されていない。小売企業が置かれたオムニチャネル

化の段階によって、統合の対象や、課題の優先順位および対応策が異なっており45、優先

順位をつけ、段階別の対応がなければオムニチャネル小売業への転換が難しい。それにも

かかわらず、オムニチャネル化のプロセス研究はわずかしかない。したがって、今後、時

間軸を考慮したオムニチャネル化のプロセス研究に対してより一層の研究努力が必要とさ

れる。

オムニチャネル化はフロントエンドの小売ミックスのみではなく、バックエンドのロジ

スティクスや、情報システム、組織構造、さらには組織文化の再構築も不可欠であり、極

めて複雑なプロセスである。それに加えて、フロントエンドとバックエンドが相互作用し

ており、タイムラグがあるとはいえ、両方の再構築が終えない限り、厳密的にはオムニチャ

ネル化を実現したとはいえない。そのため、オムニチャネル化のプロセス研究は個別企業

の歴史的・長期的な事例研究が不可欠である。しかし、現状では多くの企業はオムニチャ

ネル化を進めている途中にあり46、研究の実行可能性を考慮に入れると、まず、個別テー

マ（品揃え、価格、プロモーション、顧客サービスや、ロジスティクス、情報システム、

組織構造など）におけるオムニチャネル化のプロセスの解明に取り組むべきである。ただ

し、オムニチャネル化に成功している先端事例に関しては、フロントエンドとバックエン

ドの両方を含めたプロセス研究が望ましい。

そして、個別の事例研究がある程度蓄積された場合、それらの知見を一般化するために、

プロセスの段階、段階別の課題、課題への対応策を類型化し、なぜそうなったかのメカニ

ズムを説明し、理論化することも不可欠である。それによって、オムニチャネル小売業研

45 Cao and Li（2015）；Hansen and Sia（2015）；Picot-Coupey et al.（2016）．
46 Von Briel（2018）．
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究に貢献するのみならず、高度情報社会において、オムニチャネルを前提とした小売経営

の理論構築にも示唆を与えられる。

また、小売企業は店舗小売業出自かインターネット専業小売業出自か、業態は食品スー

パーかアパレル専門店か、店舗は直営店がメインか加盟店がメインか、オンラインストア

は自社で運営するか第三者のプラットフォームを利用するかなどによって、オムニチャネ

ル化するプロセスが異なると思われる。したがって、小売業の出自別、業態別、ビジネス

モデル別でのプロセス研究も必要である。

5 おわりに

本稿はマルチチャネル小売業、クロスチャネル小売業、オムニチャネル小売業の相違点

を明らかにしたうえで、小売企業側の視点を中心としたオムニチャネル小売業に関する既

存研究を4つのテーマに分けて検討してきた。検討の結果、時間軸を考慮にいれたオムニ

チャネル化のプロセス研究は研究蓄積が最も少なく、より一層の研究努力を注ぐ必要があ

ると結論づけた。

また、オムニチャネル化のプロセス研究は、さらに①個別テーマのプロセス研究、②フ

ロントエンドとバックエンドの両方を含めた個別企業の歴史的・長期的プロセス研究、③

出自別、業態別、ビジネスモデル別でのプロセス研究、④オムニチャネル化のプロセスを

類型化し、そのメカニズムを説明し、理論化する研究に分けて展開する必要があると主張

した。

第1節で述べたように既存のオムニチャネル小売業研究は、小売企業側の視点に加え、

消費者側の視点に焦点を当てた研究も存在する。したがって、今後の課題として、本稿で

明らかにしたオムニチャネル化のプロセス研究に関する研究課題に取り組むとともに、消

費者側の視点に焦点を当てた研究を検討する必要もある。
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